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■新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う 医療提供体制の移

行及び公費支援の具体的内容について 抜粋 

（令和５年３月 17 日（令和５年４月 11日最終改正）厚生労働省新型コロナウイルス感

染症対策推進本部） 

 

８．患者等に対する公費負担の取扱い 

(1) 外来医療費の自己負担軽減  

① 公費支援の内容                                                               

○５類感染症への移行（５月８日）後は、新型コロナウイルス感染症の患者が外来で新型   

コロナウイルス感染症治療薬の処方（薬局での調剤を含む。以下同じ。）を受けた場合、

その薬剤費について、全額を公費支援の対象とする。当該薬剤を処方する際の手技料等は

支援対象には含まれない。 

○対象となる新型コロナウイルス感染症治療薬は、他の疾病とのバランスの観点から、これ

までに特例承認又は緊急承認された経口薬「ラゲブリオ」、「パキロビッド」、「ゾコーバ」、

点滴薬「ベクルリー」、中和抗体薬「ゼビュディ」、「ロナプリーブ」、「エバシェルド」に

限るものとする。 

○なお、これらの薬剤のうち、国が買い上げ、希望する医療機関等に無償で配分している薬

剤については、引き続き、薬剤費は発生しない（配分に当たっての手続き等はそれぞれの

薬剤の事務連絡を参照）。また、一般流通が開始し、国による配分が終了した薬剤につい

ては、全額を新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の対象として補助する。 

〇本措置については、９月末までの措置とする。その後の本措置の取扱いについては、他の

疾病との公平性に加え、国確保分の活用状況や薬価の状況等を踏まえて冬の感染拡大に

向けた対応を検討することとしている。 

 

②補助の実施方法 

○新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の対象として補助する場合の補助の実施

方法については、現行の同交付金の取扱と同様とする（以下、同交付金の補助対象と記載

のある個所についても同じ）。 

 

(2)入院医療費の自己負担軽減 

①公費支援の内容 

○５類感染症への移行（５月８日）後は、新型コロナウイルス感染症の患者が当該感染症に

係る治療のために入院した場合、他の疾病との公平性も考慮し、医療費（窓口負担割合１

～３割）や食事代の負担を求めることとなる。ただし、急激な負担増を避けるため、医療

保険各制度における月間の高額療養費算定基準額（以下「高額療養費制度の自己負担限度

額」という。）から原則２万円を減額した額を自己負担の上限とする措置を講ずる。なお、

高額療養費制度の自己負担限度額が２万円に満たない場合にはその額を減額する。 

〇本措置については、９月末までの措置とする。その後については、感染状況等や他の疾患

との公平性も考慮しつつ、その必要性を踏まえて取扱いを検討することとしている。 

〇入院中の食事代は、高額療養費の適用対象ではないことから、上記減額の対象とはならな
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い。また、外来療養のみに係る月間の高額療養費算定基準額は、入院療養を対象とするも

のではないため、上記減額の対象とならない。 

〇入院時に新型コロナウイルス感染症治療薬の処方を受けた場合、その薬剤費について全

額を公費支援の対象とするとともに、高額療養費制度の自己負担限度額から原則２万円

を減額した額を自己負担の上限とする。この場合の治療薬に対する公費支援の取扱いに

ついては、外来の場合と同様とする。 

 

②補助の実施方法 

〇現在、入院医療費への公費支援は、感染症法に基づく負担金（国３／４、地方１／４）に

より行われているが、５類移行後は感染症法に基づく入院勧告・措置は適用できないこと

から、上記減額に要した費用については、全額を新型コロナウイルス感染症緊急包括支援

交付金の対象として補助する。 

○通常の新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の交付の仕組みと同様、減額措置

を行った医療機関は、審査支払機関を通じて、都道府 33 県に対して請求を行う。なお、

これまでの感染症法に基づく負担金においては、保健所設置市・特別区に請求が行われて

いたが、本措置については、時限的な措置として新型コロナウイルス感染症緊急包括支援

交付金の事業とするため、都道府県において保健所設置市・特別区分も含めて対応いただ

くこととなる。 

○５類感染症への移行後も、入院医療費の公費支援については従来通り、患者からの申請は

必要なく、保険請求（レセプト請求）の枠組みを用いて行う。医療機関においては、入院

期間中に患者の所得区分について確認いただく必要がある。 

○通常、高額療養費制度の自己負担限度額は、被保険者等の所得区分に応じて決定されるが、

今般の公費支援により、高額療養費制度の自己負担限度額から公費により減額を行うこ

ととし、当該減額措置後の自己負担額は、次の表の通りとする。 

※減額措置は、高額療養費制度の自己負担限度額に医療費比例額が含まれない場合は２

万円を減額することとし、医療費比例額が含まれる場合は、当該医療費比例額に１万円

を加えた額を減額することとする。 

○所得区分毎の高額療養費制度の自己負担限度額から、減額措置後の自己負担額を控除し

た額を、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の対象として補助する。なお、入

院医療費に係る自己負担額が、所得区分毎の高額療養費制度の自己負担限度額に満たな

い場合であっても、減額措置後の自己負担額を超えた場合は、それ以上の自己負担は発生

せず、公費による補助の対象となる。また、高額療養費は月単位で支給されることから、

本補助についても月単位で行う。 

○なお、70 歳以上で高額療養費の所得区分が住民税非課税（所得が一定以下）である場合

は、公費による減額措置後の最大の自己負担額は０円であり、現在と同様、入院医療費に

係る自己負担は発生しない。 

○入院時に新型コロナウイルス感染症治療薬の処方を受けた場合、まずは、その薬剤費につ

いて、全額を公費支援の対象とする。その上で、なお残る自己負担について、上記補助の

考え方を適用する。 
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（70歳未満）（単位：円） 

高額療養費自己負担限度額の所得区分 
（参考） 
高額療養費 

自己負担限度額 

公費による 
減額措置後の 
自己負担額 

年収約 1,160万円～ 
252,600＋ 

医療費比例額 
242,600 健保：標報 83万円以上 

国保：旧ただし書き所得 901万円超 

年収約 770～約 1,160万円 
167,400＋ 

医療費比例額 
157,400 健保：標報 53万～79万円 

国保：旧ただし書き所得 600万～901万円 

年収約 370～約 770万円 
80,100＋ 

医療費比例額 
70,100 健保：標報 28万～50万円 

国保：旧ただし書き所得 210万～600万円 

～年収約 370万円 

57,600 37,600 健保：標報 26万円以下 

国保：旧ただし書き所得 210万円以下 

住民税非課税 35,400 15,400 

※高額療養費の多数回該当の場合は、それぞれの所得区分について、公費による減額後の自

己負担額と、多数回該当時の自己負担限度額とのいずれか低い方を適用する。この場合、

上段から順に 140,100円、93,000円、44,400円、37,600円、15,400円となる。 

 

（70歳以上）（単位：円） 

高額療養費自己負担限度額の所得区分 
（参考） 
高額療養費 

自己負担限度額 

公費による 
減額措置後の 
自己負担額 

年収約 1,160万円～ 
252,600＋ 

医療費比例額 
242,600 健保：標報 83万円以上 

国保・後期：課税所得 690万円以上 

年収約 770～約 1,160万円 
167,400＋ 

医療費比例額 
157,400 健保：標報 53万～79万円 

国保・後期：課税所得 380万円以上 

年収約 370～約 770万円 
80,100＋ 

医療費比例額 
70,100 健保：標報 28万～50万円 

国保・後期：課税所得 145万円以上 

～年収約 370万円 

57,600 37,600 健保：標報 26万円以下 

国保・後期：課税所得 145万円未満 

住民税非課税 24,600 4,600 

住民税非課税（所得が一定以下） 15,000 0 

※１高額療養費の多数回該当の場合は、それぞれの所得区分について、公費による減額後の

自己負担額と、多数回該当時の自己負担限度額とのいずれか低い方を適用する。この場

合、上段から順に 140,100 円、93,000 円、44,400 円、37,600 円、4,600 円、0 円とな
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る。 

※２75歳となったことで国民健康保険等から後期高齢者医療制度に異動する際、75歳到達

月については、前後の保険制度でそれぞれ高額療養費の自己負担限度額を２分の１と

する特例が設けられていることに鑑み、今般の公費による減額措置においても、75 歳

到達月における公費による減額後の自己負担額は、前後の保険制度でそれぞれ上段か

ら順に 121,300円、78,700円、35,050円、18,800円、2,300円、0円となる。 

 

③移行に伴う経過的な取扱い 

○入院医療費の自己負担に対する公費支援については、従来の感染症法に基づく負担金か

ら、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金を活用した補助により行うこととな

るが、こうした変更を円滑に行う観点から、本補助が月単位で行われることも踏まえ、経

過的な取扱いを以下のとおり行う。 

 

（A）４月 30日までに入院する場合 

・従来通り、入院医療費の全額を公費により支援する。 

・４月中の入院については、従来通り感染症法に基づく負担金により措置する。公費の請求

も、従来通り行う。感染症法に基づく入院勧告は、入院期間を定めて行うこととされてい

るが、本場合の入院期間の終期は、４月 30日を超えないよう設定されたい。 

・本場合は、４月 30日までの入院についての取扱とする。 

なお、本場合に該当する者が、５月１日以降も引き続き入院することも考えられるが、そ

の場合、５月中の公費支援は、本場合の取扱ではなく、（B）のとおり取り扱うこととする。 

 

（B）５月１日から５月７日までに入院する場合 

・従来通り、入院医療費の全額を公費により支援する。 

・本場合においては、（C）の場合との実務上の連続性を考慮して、緊急包括支援交付金によ

り補助する。このため、５月１日以降は感染症法に基づく入院勧告は行わないこととする。

公費の請求は感染症法に基づく負担金の請求に準じて行うが、緊急包括支援交付金は都

道府県が支払い主体であることから、請求の連絡を受けた保健所設置市等は、当該請求を

当該保健所設置市等を管轄する都道府県に送付し、当該都道府県が緊急包括支援交付金

による支払いを行うこととする。 

・本場合は、５月 31 日までの入院についての取扱とする。なお、本場合に該当する者が、

６月１日以降も引き続き入院することも考えられるが、その場合、６月以降の公費支援は、

本場合の取扱ではなく、（C）のとおり取り扱うこととする。 

 

（C）５月８日以降に入院する場合 

・本節①及び②の取扱により、入院医療費を公費により支援する。 

・公費支援は、緊急包括支援交付金により行うこととし、保険請求（レセプト請求）の枠組

みを用いた請求の方法については、追って通知する。 


